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１. 18年９月中間期の連結業績(平成 18年４月１日 ～ 平成18年９月30日)

(1)連結経営成績 (注)金額表示は百万円未満切捨による。

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 18年９月中間期 191,263 6.7 19,142 11.9 17,279 15.1 
 17年９月中間期 179,279 2.1 17,100 2.1 15,007 △ 5.7 
 18年３月期 375,072 38,277 32,781

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間 潜在株式調整後１株当
 (当 期) 純 利 益 たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

 18年９月中間期 9,882 7.5 26.88 26.81
 17年９月中間期 9,195 △ 6.3 25.05 25.03
 18年３月期 21,185 57.51 57.41

(注)①持分法投資損益　　    18年９月中間期　    35百万円　17年９月中間期　    78百万円　18年３月期　　　56百万円

(注)②期中平均株式数(連結)　18年９月中間期 367,638,808株　17年９月中間期 367,110,587株　18年３月期　367,188,999株

(注)③会計処理の方法の変更　　 有

(注)④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

 18年９月中間期 488,867 348,292 70.8 940.76
 17年９月中間期 458,670 322,138 70.2 877.52
 18年３月期 481,357 339,127 70.5 922.65

(注) 期末発行済株式数(連結)　18年９月中間期 367,681,932株　17年９月中間期 367,100,097株　18年３月期 367,483,928株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円

 18年９月中間期 19,124 △ 18,722 △ 1,741 26,832
 17年９月中間期 12,641 △ 14,554 △ 3,101 11,522
 18年３月期 32,690 △ 13,693 △ 7,790 28,085

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  35 社   持分法適用非連結子会社数　５ 社   持分法適用関連会社数　３ 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結(新規)  ０ 社  (除外) ０ 社   持分法(新規) ０ 社  (除外)　1 社

２. 19年３月期の連結業績予想(平成18年４月１日  ～  平成19年３月31日)

　 売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円 百万円

通　　期 385,000 41,000 37,000 22,000
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)          59円  83銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいており、実際の業績は、今後様々な要因によって
　大きく異なることがあります。
　なお、上記予想の前提条件その他関連する事項については、添付資料の連９～10ページを参照してください。



株式会社 クラレ 

 

企 業 集 団 の 状 況 
 

 当社及び当社の関係会社においては、「化成品・樹脂」、「繊 維」、「機能材料・メディカル

他」の３部門に関係する事業を主として行っており、その製品は多岐にわたっている。関係会社のう

ち、連結子会社は35社、持分法を適用している非連結子会社は５社、持分法を適用している関連会社

は３社である。各事業における当社及び関係会社の位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は

次の通りである。 

 

化成品・樹脂 ： 当社はポバール、「エバール」、メタクリル樹脂、イソプレン誘導品、樹脂加工品等

の製造を行い、クラレトレーディング㈱・Kuraray America,Inc.・Kuraray Europe 

GmbH等へ販売を行っている。Eval Company of Americaは、米国で「エバール」樹脂

を製造・販売している。SEPTON Company of Americaは、米国で熱可塑性エラスト

マー「セプトン」を製造・販売している。EVAL Europe N.V.は、ヨーロッパで「エ

バール」樹脂を製造・販売している。Kuraray Specialities Europe GmbHは、ヨー

ロッパでポバール樹脂及びブチラール樹脂・フィルムを製造・販売している。

Kuraray Specialities Asia Pte.,Ltd.は、シンガポールでPOVAL ASIA PTE LTDが製

造したポバール樹脂を販売している。クラレ新潟化成㈱は、メタクリル樹脂の製造・

加工を行い、一部を当社に供給している。クラレプラスチックス㈱は、ゴム・樹脂加

工品等の製造・販売を行っている。協精化学㈱は、当社から原材料の供給を受け、顔

料・染料の製造・販売を行っている。日本海アセチレン㈱は、当社にアセチレンを供

給している。 

   

繊 維 

 

： 

 

 

 

 

当社はビニロン、人工皮革「クラリーノ」、ポリエステル等の製造を行い、クラレト

レーディング㈱・Kuraray America,Inc.・Kuraray Europe GmbH等へ販売を行ってい

る。クラレファスニング㈱は面ファスナーの製造・販売を行っている。クラレクラフ

レックス㈱は乾式不織布「クラフレックス」の製造・販売を行っている。クラレ岡山

スピニング㈱は、当社から原材料の供給を受け、紡績・糸加工等の繊維加工を行って

いる。クラレトレーディング㈱は当社製品を主力に縫製加工を行っている。クラフ

レックス茨城㈱はクラレクラフレックス㈱に乾式不織布を供給している。クラレリビ

ング㈱は不織布製品の製造・加工・販売を行っている。可樂麗香港有限公司・ヒカリ
シューズ㈱は、当社から人工皮革の供給を受け、加工・販売を行っている。 

   

機 能 材 料 ・

メディカル他 

： 当社は耐熱性ポリアミド樹脂「ジェネスタ」、膜製品、オプトスクリーン等の製造を

行い、クラレトレーディング㈱・Kuraray America,Inc.・Kuraray Europe GmbH等へ

販売を行っている。クラレメディカル㈱はメディカル製品の製造・販売を行ってい

る。クラレエンジニアリング㈱・クラレ機工㈱はプラントの設計・施工・保全を行っ

ており、当社からも一部受注している。クラレケミカル㈱は、活性炭の製造・販売を

行い、一部を当社に供給している。クラレ不動産㈱は不動産管理事業を行っている。

クラレテクノ㈱は当社の生産付帯業務・物流サービス等を受託している。㈱テクノソ

フトは、ＩＳＯ取得支援のコンサルティング等を行っている。クラレインテリア㈱は

家具等の製造・販売、インテリア工事を行っている。㈱入間カントリー倶楽部は、ゴ

ルフ事業を運営している。㈱倉敷国際ホテルは、ホテル事業を行っている。クラレト

ラベル・サービス㈱・クラレビジネスサービス㈱は、当社グループ主体に労務・経

理・システム化などの業務サービスを行っている。㈱岡山臨港は、倉庫業および物

流・加工業務を行っており、一部を当社から受託している。 

 

（（注）上記文中の会社名で、下線は「連結子会社」を、普通字体は「持分法適用非連結子会社」

を、斜字体は「持分法適用関連会社」をそれぞれ表している。 
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事業の系統図は次の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 
 
 

（機能材料・ﾒﾃﾞｨｶﾙ他）（繊 維）（化成品・樹脂） 

Kuraray America,Inc. 

K u r a r a y  E u r o p e  G m b H 

プラント・保全

各種サービス 

原材料・加工 
加工

製品・原材料 

製品 

製品

原材料・加工

ク ラ レ メ デ ィ カ ル ㈱

ク ラ レ 不 動 産 ㈱

ク ラ レ イ ン テ リ ア ㈱

㈱入間カントリー倶楽部

クラレファミリー製品㈱

Kuraray Holdings U.S.A.,Inc.

クラレプラスチックス㈱ 

協 精 化 学 ㈱ 

そ の 他 子 会 社 １ 社 可 樂 麗 香 港 有 限 公 司
ヒ カ リ シ ュ ー ズ ㈱ ク ラ レ ケ ミ カ ル ㈱

そ の 他 子 会 社 ２ 社

㈱   ク   ラ   レ 

ク ラ レ 新 潟 化 成 ㈱ 

日 本 海 ア セ チ レ ン ㈱ 

クラレ岡山スピニング㈱ 

クラレエンジニアリング㈱

ク ラ レ 機 工 ㈱

ク ラ レ テ ク ノ ㈱

㈱ テ ク ノ ソ フ ト

クラレトラベル・サービス㈱

クラレビジネスサービス㈱

㈱ 岡 山 臨 港

そ の 他 子 会 社 １ 社

㈱ 倉 敷 国 際 ホ テ ル

ク ラ レ フ ァ ス ニ ン グ ㈱

製品

製品・原材料 

Eval Company of America 

SEPTON Company of America 

E V A L  E u r o p e  N . V . 

Kuraray Specialities Europe GmbH  

Kuraray Singapore Pte.,Ltd. 

Kuraray Specialities Asia 

                                Pte.,Ltd.

P O V A L  A S I A  P T E  L T D 
そ の 他 子 会 社 1 社

製品

クラレクラフレックス㈱

ク ラ フ レ ッ ク ス 茨 城 ㈱

ク ラ レ 玉 島 ㈱ 

製品

製品 

製品

製品

クラレトレーディング㈱ 

ク ラ レ 西 条 ㈱ 

ク ラ レ リ ビ ン グ ㈱

（注）図中の会社名で、下線は「連結子会社（35社）」を、普通字体は「持分法適用非連結子
会社（５社）」を、斜字体 は「持分法適用関連会社（３社）」をそれぞれ表している。
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経 営 方 針 
 

会社の経営の基本方針 
クラレグループは、グループが長期的に目指す方向性を示した『１０年企業ビジョン』お

よびその実現に向けた 3 ヵ年の新中期経営計画『ＧＳ－２１』（平成 18 年度－平成 20 年度）

を策定し本年 4 月よりスタートさせました。 
今後 10 年の経営環境は、地球環境、資源問題の深刻化、大量生産・エネルギー多消費型経

済の行き詰まり、グローバル経済の不均衡と成長率低下、国際競争の激化、人々の価値観の

多様化による市場ニーズの高度化と急激な変化、日本経済の財政赤字・少子高齢化等の構造

問題リスクの高まり等、長期的な構造変化が進み、化学企業の経営には「量」から「質」へ

の転換が求められると予想します。こうした時代において、クラレグループの伝統である「世

のため人のため、他人のやれないことをやる」という企業文化を生かし、『１０年企業ビジョ

ン』として、『持続的に成長する多角的なスペシャリティ化学企業としてあくなき「創新」と

卓越した「高収益」を世界に誇るクラレグループ』を目指します。事業成長の方針として、

独自のコア技術で競争力の基盤を構築した基幹素材事業（酢ビ系・イソプレン系・人工皮革

事業）は、さらなる技術革新とグローバル展開を通じて安定的、持続的な成長を図ります。

前中期経営計画『Ｇ－２１』（平成 13 年度－平成 17 年度）で足掛かりを得た新成長領域（光

学、自動車、エネルギー等）での付加価値事業は、経営資源を集中して高い利益率を有する

新成長事業として拡大させます。構造改善・成熟事業は競争優位を確保し安定的な収益力を

確立します。これらにより、平成 27 年度にグループ売上高１兆円企業を目指します。 
この『１０年企業ビジョン』実現のために 5 つの基本方針を掲げました。これまでに強化

した企業基盤を生かし、世界Ｎｏ．１製品を生んだコア技術とグローバルな競争力を一段と

強化しつつ（コアコンピタンス）、多角的な開発技術によって次々と高収益の新事業を創出し

（フロンティア）、最高の品質により競争優位を確立します（リファインメント）。また、21
世紀のポスト産業資本主義時代の企業価値は「人」によって決定されるという認識に立って

活力あふれる組織風土を増進し（バイタリティ）、地球環境と持続可能な社会に貢献する（サ

ステイナビリティ）「質」の高い企業グループを目指します。 
 
目標とする経営指標と中長期的な経営戦略 
『ＧＳ－２１』では 3 ヵ年のコミットメント（必達目標）と新事業、Ｍ＆Ａ、個別戦略プ

ロジェクトを含むチャレンジ目標を明確化しました。平成 20 年度の必達目標として、売上高

4,500 億円、営業利益 500 億円、ＲＯＡ9％、ＲＯＥ7％を掲げ、これに加えてチャレンジ目標

では売上高 5,500 億円（＋1,000 億円）、営業利益 600 億円（＋100 億円）の業容拡大を目指

します。主な経営戦略と事業別戦略は下記の通りです。 

 

１．主な経営戦略 

①独自技術による世界的競争力を有する基幹素材事業（酢ビ系・イソプレン系・人工皮革

等）は加工技術を含めた多様な技術革新を通じて競争力の「質」的改善を図り、グロー

バル市場の拡大によって成長を加速します。 

②市場領域としては『Ｇ－２１』で足掛かりを得た「新成長領域」（光学・自動車・エネ

ルギー材料等）の拡大に向けて、経営資源を重点的に投入します。成長産業向け部材等
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の新事業を立上げ、顧客の求める高品質な革新的材料のキーサプライヤーとして次世代

の基幹事業の地歩を固めます。 

③全ての製品の収益力を強化し、競争劣位にある事業の再編・整理を進めます。 

④グローバル企業としてのマネジメントの「質」的向上を目指します。 

 
２．事業別戦略 

化成品・樹脂 

＜『Ｇ－２１』の重点投資の効果発現により利益成長を牽引する＞ 

独自技術により世界の市場をリードするポバール・「エバール」・イソプレン等は、グロ

ーバル戦略により競争優位性を確保しつつ、更なる技術革新と新製品開発等によって成

長を加速し、光学材料等の新成長領域を積極的に拡大します。メタクリル樹脂は、高付

加価値化した光学材料等の新製品上市と中国加工拠点の強化により安定した収益体質を

確立します。 

繊維 

＜基幹素材を中心に安定した収益力を確立し、製品ポートフォリオを強化・改善する＞ 

世界Ｎｏ.１製品であるビニロン、「クラロンＫ－Ⅱ」、「クラリーノ」等は市場ニーズに

応じた技術革新を加速し、能力増強・プロセス革新投資により成長基盤を再強化します。

「クラフレックス」、「マジックテープ」、ポリエステル等は成熟した国内市場の中で、高

度な加工技術による差別化した製品展開を進めグループとしての収益体質を確立します。 

機能材料・メディカル他 

＜独自技術による多角的な製品群の技術革新をスピードアップし､新成長領域を積極的に拡大する＞ 

「ジェネスタ」、「ベクスター」等は顧客ニーズに応じた技術革新を加速し、新成長領域

での競争力基盤を確立します。歯科材料、活性炭等は国内トップメーカーとしての強み

を生かし、差別化された新製品開発とグローバルな事業展開により積極的な拡大を図り、

エンジニアリングその他の関連事業は効率運営に徹します。 

 
会社が対処すべき課題 
 前中期経営計画『Ｇ－２１』では、3 つの基幹事業と 4 つの戦略領域を中心とした成長戦

略を推進するとともに、新事業開発のスピードアップと収益構造改善・低採算事業再編の加

速による競争力強化に取り組みました。その結果、平成 14 年度から 4 期連続の増収増益を果

たし、最終年度である平成 17 年度には売上と全ての利益項目で過去最高を更新するとともに、

ＲＯＡ（総資産営業利益率）は必達目標としていた「8％以上」を達成しました。しかし、売

上高 4,000 億円、営業利益 400 億円の目標はわずかに下回り、その主要因である投資効果の

発現、市場環境への対応・新製品の開発、原燃料価格の売値転嫁、本社業務の効率化におけ

るスピード不足は継続課題となりました。また、平成 17 年度に発生した工場事故を重大な警

鐘と受止め、安全管理の強化を重要課題と考えています。 
 『ＧＳ－２１』では次の 4 点を重点課題として取り組んでいきます。まず、新事業・新成

長領域の開発スピードを加速します。マーケットインの発想により光学、自動車、エネルギ

ー等の成長市場のニーズに沿ったテーマに絞込み、スピードアップを図っていきます。また、

自前主義から脱却し外部の研究機関や他社との連携を深め、重点プロジェクトに資源を集中

投下します。2 番目に、グローバルな効率経営と経営のスピード化を図ります。『Ｇ－２１』
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で導入したカンパニー制をさらに改革し、資源の効率化や市場対応の迅速化を図るとともに、

成長の鍵を握るグローバルな事業運営をサポートするマネジメントシステムを強化します。3
番目に『ＧＳ－２１』の経営戦略に沿って必要な人材の採用・育成と最適配置を進めます。ま

た、それを支える「役割と職務」を重視した人事処遇制度の改革を行います。4 番目はサステ

イナビリティすなわち地球環境と企業の持続可能性への取り組みです。現在推進中の環境中期

計画（平成 13 年度－平成 22 年度）に基づき、国内グループ企業だけでなくグローバルレベ

ルでの環境対策と環境対応製品の拡大に努めます。また、現場力の強化と安全優先主義の徹底、

リスクマネジメントの強化につながる内部統制システムの整備を進めます。 
 
会社の利益配分に関する基本方針 

当社は株主に対する利益配分を経営の重要課題のひとつと位置付けています。連結純利益に

対する配当性向は 25％～30％を目処とし、持続的な業績向上を通した増配を目指します。ま

た、内部留保金は投資効率を十分に勘案しつつ、事業収益拡大のための設備投資や戦略的Ｍ＆

Ａ、自己株式取得等に活用します。この方針に基づき、当中間期の配当金は前年同期より 2
円増配し、１株につき 8 円 50 銭とさせていただきます。 
また、年間配当については、予想当期純利益 220 億円を前提に、1 株当たり 2 円増配の 17

円とする予定です。 
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(単位：百万円)

Ⅰ 191,263 179,279 11,984 375,072

Ⅱ 137,002 127,336 9,666 266,283

売 上 総 利 益   54,260 51,942 2,318 108,789

Ⅲ 35,118 34,842 275 70,512

営 業 利 益  19,142  17,100 2,042  38,277

Ⅳ

受 取 利 息 及 び 配 当 金 818 722 95 1,294

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 35 78 △ 43 56

そ の 他 雑 収 益 492 401 91 1,106

営業外収益計  1,346  1,202 144  2,457

Ⅴ

支 払 利 息 0 184 152 31 414

そ の 他 雑 損 失 3,025 3,142 △ 116 7,539

営業外費用計  3,209  3,294 △ 85  7,953

経 常 利 益 17,279 15,007 2,272 32,781

Ⅵ

投 資 有 価 証 券 売 却 益 357   963 △ 605   1,029

固 定 資 産 売 却 益   211 － 211   8,445

特別利益計   569   963 △ 394 9,475

Ⅶ

減 損 損 失 － 1,359 △ 1,359 5,454

投 資 有 価 証 券 評 価 損 失 － 118 △ 118 253

構 造 改 善 特 別 損 失 1,675 156 1,518 1,693

固 定 資 産 廃 棄 損 失 313 100 213 492

特別損失計   1,988   1,734 253   7,893

 15,859  14,236 1,623  34,362

 4,950  4,215 734  11,674

974 767 206 1,393

法人税等計 5,924 4,982 941 13,067

4

 9,882  9,195 686  21,185

当 中 間 期
(18.4.1～科　　　　　目

(減算)   　109

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 益 (減算)   　57(減算)    　53

税金等調整前中間（当期）純利益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

17.9.30)

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 連 結 損 益 計 算 書

18.9.30)

売 上 高

売 上 原 価

増　　　　減
前　　　　期
(17.4.1～
18.3.31)

前年中間期
(17.4.1～
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（単位：百万円）

Ⅰ 209,973 200,667 9,306 173,848

現 金 及 び 預 金 19,136 18,086 1,050 11,522

受取手形及び売掛金 90,753 90,051 701 82,947

有 価 証 券 16,983 9,999 6,983 －

た な 卸 資 産 71,766 69,431 2,335 68,184

繰 延 税 金 資 産 6,175 6,478 △ 302 6,963

そ の 他 6,194 7,635 △ 1,440 5,188

貸 倒 引 当 金 △ 1,036 △ 1,014 △ 21 △ 958

Ⅱ 278,893 280,689 △ 1,795 284,822

1． 165,209 159,396 5,813 165,956

建 物 及 び 構 築 物 27,336 27,521 △ 184 33,733

機械装置及び運搬具 83,292 85,141 △ 1,849 82,062

土 地 19,717 19,675 41 20,292

建 設 仮 勘 定 32,411 24,590 7,821 27,359

そ の 他 2,451 2,466 △ 14 2,507

2． 35,163 34,638 524 34,808

営 業 権 － 28,625 △ 28,625 28,700

の れ ん 28,869 － 28,869 －

そ の 他 6,294 6,013 280 6,108

3． 78,520 86,654 △ 8,134 84,056

投 資 有 価 証 券 40,178 42,111 △ 1,932 34,263

長 期 貸 付 金 2,954 3,277 △ 322 3,314

年 金 保 険 積 立 金 21,511 29,706 △ 8,195 35,831

繰 延 税 金 資 産 2,710 2,649 60 2,088

前 払 年 金 費 用 6,139 5,142 996 4,775

そ の 他 5,114 3,881 1,233 5,092

貸 倒 引 当 金 △ 88 △ 114 26 △ 1,307

488,867 481,357 7,510 458,670

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

増　　　減
当  中  間  期

（18.9.30現在）

前年中間期

(17.9.30現在)

(　資　産　)

科　　　　目

資　　産　　合　　計

前　　　　　期

（18.3.31現在）

投資その他の資産

流　動　資　産

固　定　資　産

有形固定資産

無形固定資産 
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（単位：百万円）

Ⅰ 85,381 79,228 6,153 77,887

支払手形及び買掛金 40,715 40,182 533 39,040

短 期 借 入 金 13,348 7,008 6,340 12,786

未 払 費 用 5,257 5,154 102 4,488

未 払 法 人 税 等 5,364 7,164 △ 1,800 4,111

賞 与 引 当 金 6,395 6,283 111 6,085

そ の 他 の 引 当 金 33 41 △ 8 20

そ の 他 14,267 13,392 874 11,354

Ⅱ 55,192 60,646 △ 5,454 56,343

社 債 10,000 10,000 － 10,000

長 期 借 入 金 4,255 9,255 △ 5,000 5,855

繰 延 税 金 負 債 12,308 13,713 △ 1,405 10,012

退 職 給 付 引 当 金 12,758 12,598 159 12,773

役員退職慰労引当金 158 804 △ 646 740

そ の 他 15,712 14,273 1,438 16,961

140,574 139,875 699 134,230

－ 2,354 － 2,301

Ⅰ － 88,955 － 88,955

Ⅱ － 87,226 － 87,161

Ⅲ － 155,377 － 145,700

Ⅳ － 16,425 － 12,321

Ⅴ － 2,726 － △ 156

Ⅵ － △ 11,583 － △ 11,842

－ 339,127 － 322,138

－ 481,357 － 458,670

Ⅰ 326,821 － － －

資 本 金 88,955 － － －

資 本 剰 余 金 87,261 － － －

利 益 剰 余 金 162,067 － － －

自 己 株 式 △ 11,462 － － －

Ⅱ 19,078 － － －

その他有価証券評価差額金 14,452 － － －

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 91 － － －

為 替 換 算 調 整 勘 定 4,717 － － －

Ⅲ 少数株主持分 2,392 － － －

少 数 株 主 持 分 2,392 － － －

348,292 － － －

488,867 － － －

 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

前年中間期

（17.9.30現在）（18.3.31現在）

当 中 間 期

（18.9.30現在）
 増　　　減

前　　　　　期

負 債 及 び 純 資 産 合 計

(　負　　債　）

純　　資     産     合     計 

流動負債

(　純　資　産　）

評価・換算差額等

固定負債

負　 　債　　合　　 計 

株主資本

(少数株主持分）

少 数 株 主 持 分

(　資　　本　）

資 本 金

自 己 株 式

資　 　本　　合　　 計 

負債、少数株主持分及び資本合計 

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定
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(単位：百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 87,156 87,156

Ⅱ

自 己 株 式 処 分 差 益 5 70

5 70

Ⅲ 87,161 87,226

(利益剰余金の部)

Ⅰ 138,950 138,950

Ⅱ

1 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 9,195 21,185

2 連結子会社清算によ る増加高 － 56

3 そ の 他 － 15

9,195 21,257

Ⅲ

1 配 当 金 2,386 4,772

2 役 員 賞 与 59 59

2,445 4,831

Ⅳ 145,700 155,377

※ 利益剰余金増加高の「その他」は、米国会計基準を適用している海外子会社における
年金追加最小負債によるものである。

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 減 少 高 ・ 計

利益剰余金中間期末 (期末 )残高

資本剰余金中間期末 (期末 )残高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 増 加 高 ・ 計

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 増 加 高 ・ 計

18.3.31)
科　　　　　目

17.9.30)

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

前年中間期
(17.4.1～

前　　　　期
(17.4.1～

－連15－



株式会社　ク ラ レ

当中間期(自平成18年４月１日　至平成18年９月30日） （単位：百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合 計

平成18年３月31日　残高 88,955 87,226 155,377 △ 11,583 319,975

中間連結会計期間中の変動額      

　剰余金の配当（注）   △ 3,123  △ 3,123

　中間純利益   9,882  9,882

　自己株式の取得    △ 66 △ 66

　自己株式の売却  34  187 221

　役員賞与（注）   △ 68  △ 68

中間連結会計期間中の変動額合計  34 6,690 120 6,845

平成18年９月30日　残高 88,955 87,261 162,067 △ 11,462 326,821

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等
合 計

平成18年３月31日　残高 16,425 － 2,726 19,151 2,354 341,481

中間連結会計期間中の変動額       

　剰余金の配当（注）      △ 3,123

　中間純利益      9,882

　自己株式の取得      △ 66

　自己株式の売却      221

　役員賞与（注）      △ 68

  株主資本以外の項目の
' 中間連結会計期間中の変動額（純額）

△ 1,973 △ 91 1,991 △ 72 38 △ 34

中間連結会計期間中の変動額合計 △ 1,973 △ 91 1,991 △ 72 38 6,811

平成18年９月30日　残高 14,452 △ 91 4,717 19,078 2,392 348,292

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目である。

中 間 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少 数 株 主
持 分

純 資 産
合 計

株　主　資　本
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(単位：百万円)

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 15,859 14,236 34,362

減 価 償 却 費 12,778 11,698 25,185

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 又 は 減 少 額 ( △ ) 11 3 37

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 又 は 減 少 額 （ △ ） 135 62 △ 141

固 定 資 産 売 却 益 △ 211 － △ 8,445

減 損 損 失 － 1,359 5,454

固 定 資 産 廃 棄 損 失 313 － 492

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 357 △ 963 △ 1,029

投 資 有 価 証 券 評 価 損 失 － 118 253

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 818 △ 722 △ 1,294

支 払 利 息 184 152 414

売 上 債 権 の 増 加 額 ( △ ) 又 は 減 少 額 △ 262 520 △ 5,838

た な 卸 資 産 の 増 加 額 ( △ ) 又 は 減 少 額 △ 1,830 △ 3,867 △ 4,219

仕 入 債 務 の 増 加 額 又 は 減 少 額 （ △ ） 443 △ 3,216 △ 2,504
前 払 年 金 費 用 の 増 加 額 ( △ ) 又 は 減 少 額 △ 720 △ 1,262 △ 1,629

そ の 他 営 業 活 動 に よ る 収 入 又 は 支 出 （ △ ） △ 104 △ 93 1,263

小　　  　　　　　計 25,421 18,026 42,362

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 661 494 942

利 息 の 支 払 額 △ 183 △ 129 △ 388

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 6,773 △ 5,749 △ 10,225

　営 業 活 動 に よ るキ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 19,124 12,641 32,690

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 価 証 券 の 純 増 加 額 （ △ ） 又 は 純 減 少 額 △ 8,986 3,000 3,000

有 形 ･ 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 14,157 △ 20,234 △ 36,069

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 296 21 10,550

有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 △ 1,356 △ 136 △ 338

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,569 △ 326 △ 1,378

投 資 有 価 証 券 の 売 却 ･ 償 還 に よ る 収 入 449 3,007 3,603

長 期 前 払 費 用 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,174 △ 225 △ 338

年 金 保 険 積 立 金 積 立 て に よ る 支 出 △ 290 △ 464 △ 701

年 金 保 険 積 立 金 取 崩 し に よ る 収 入 8,705 28 6,573

そ の 他 投 資 活 動 に よ る 収 入 又 は 支 出 （ △ ） 361 773 1,406

　投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 18,722 △ 14,554 △ 13,693

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 又 は 純 減 少 額 （ △ ） 1,625 1,130 △ 3,322

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 － － 3,400

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 398 △ 1,831 △ 3,406

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 221 45 460

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 66 △ 60 △ 150

配 当 金 の 支 払 額 △ 3,123 △ 2,386 △ 4,772

　財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ  シ ュ ・ フ ロ ー △ 1,741 △ 3,101 △ 7,790

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 85 △ 207 134

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額 (△ ) △ 1,253 △ 5,222 11,340

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 28,085 16,743 16,743

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 1 1

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末 （ 期末 ） 残高 26,832 11,522 28,085

前年中間期
(17.4.1～
17.9.30)

当 中 間 期
(18.4.1～
18.9.30)

前　　　　期
(17.4.1～
18.3.31)

中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

科　　　　　目
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－連18－ 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

(１) 連 結 子 会 社 数：３５社 クラレエンジニアリング㈱、クラレケミカル㈱、 

クラレトレーディング㈱、クラレ不動産㈱、 

クラレプラスチックス㈱、クラレメディカル㈱、 

Kuraray America,Inc.、Eval Company of America、

SEPTON Company of America、 

Kuraray Europe GmbH、EVAL Europe N.V.、 

Kuraray Specialities Europe GmbH、 

Kuraray Singapore Pte.,Ltd. 他 

(２) 持分法適用非連結子会社数： ５社 日本海アセチレン㈱ 他 

(３) 持分法適用関連会社数： ３社 POVAL ASIA PTE LTD 他 

  

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況 持分法除外 １社(クラレプランニングシステム㈱) 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項  

 連結子会社のうち次に掲げる会社の中間決算日は6月30日であるが、中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の財務諸表を使用している。 

   なお、中間連結決算日との間に生じた重要な取引等については、連結上必要な調整を行っている。

    Kuraray Europe GmbH、Kuraray Specialities Europe GmbH、OOO Trosifol 

    Kuraray Singapore Pte.,Ltd.、Kuraray Specialities Asia Pte.,Ltd.、可楽麗香港有限公司 

  

４．会計処理基準に関する事項  

(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法  

(ａ)有価証券  

その他有価証券  

時価のあるもの・・・・・・・・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 

(ｂ)デリバティブ・・・・・・・・・・・・ 時価法 

(ｃ)たな卸資産  

製品・原材料・仕掛品・・・・・・・・ 主として総平均法による原価法 

貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・ 主として移動平均法による原価法 

  

(２) 重要な減価償却資産の償却方法  

(ａ)有形固定資産・・・・・・・・・・・・ 主として、建物（建物付属設備を含む）は定額法、

建物以外は定率法 

なお、主な耐用年数は以下の通りである。 

建物及び構築物・・・・・・・・・・ 31年～50年 

機械装置及び運搬具・・・・・・・・ ４年～10年 

(ｂ)無形固定資産・・・・・・・・・・・・ 主として定額法 

なお、主な償却年数は以下の通りである。 

のれん・・・・・・・・・・・・・・ 15年 

  

(３) 重要な引当金の計上基準 

(ａ)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

(ｂ)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づいて計上している。 



株式会社 クラレ 

 

－連19－ 

(ｃ)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末において発生していると認められる額を計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15年）

による定額法により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。 

(ｄ)役員退職慰労引当金 

 連結子会社役員の退職慰労金の支払に充てるため、連結子会社各社の内規に基づく中間期末要

支給額を計上している。 

（追加情報） 

 当社は、平成18年６月28日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、制度

廃止日に在任していた役員に対し、在任期間に対応する退職慰労金を役員退任時に支給すること

を決議している。 

 この決議に伴い、当該打ち切り支給額を役員退職慰労引当金より取崩し、固定負債の「その

他」に計上している。 

 

(４) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

(５) 重要なヘッジ会計の方法 

(ａ)ヘッジ会計の方法 

 外貨建予定取引に係る為替予約及び通貨スワップについては、繰延ヘッジ処理によっている。

また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっている。 

(ｂ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段         ヘッジ対象

為替予約・通貨スワップ   外貨建予定取引 

金利スワップ        支払利息 

(ｃ)ヘッジ方針 

 当社及び連結子会社は、社内規定に定めた管理方針、主管部署、利用目的、実施基準に基づ

き、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしている。 

(ｄ)ヘッジ有効性評価の方法 

 外貨建予定取引にかかる為替予約及び通貨スワップに関しては、重要な条件の同一性を確認し、

有効性を評価している。なお、特例処理によっている金利スワップに関しては、取引時に重要な条

件の同一性を確認しているため、有効性の事後評価を省略している。 

 

(６) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

①期末日満期手形等の会計処理 

 中間期末日満期手形及び確定期日現金決済（手形と同条件で手形期日に現金決済する方式）の

会計処理については、従来は手形交換日等をもって決済処理していたが、各期間の比較可能性の

向上をはかるため、当中間期より金融機関が休日である満期日に決済が行われたものとして処理

する方法に変更している。なお、当中間期末満期手形等の金額は注記事項（連21ページ）に記載

のとおりである。 

②役員賞与に関する会計基準 

 当中間期より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用している。これによる中間連結財務諸表に与える影響はない。 

③連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第８号）を適用して
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いる。これによる損益に与える影響はない。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は345,991百万円である。 

④自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の一部改正 

 当中間期より、改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 最終改正平成17年12月27日 企業会計基準第１号）及び「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第２号）を適用している。これによる損益に与える影響はない。 

⑤企業結合会計に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基準 

 当中間期より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準第７号）

並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号）を適用している。 

 その結果、前年中間期において、「営業権」として掲記していたもの及び無形固定資産の「そ

の他」に含めて表示していた「連結調整勘定」は、当中間期から「のれん」として表示してい

る。 

 なお、無形固定資産の「その他」に含めて表示していた「連結調整勘定」の金額は、それぞれ

前年中間期が517百万円、前期が498百万円である。 

 

（追加情報） 

 当中間期より、内閣府令第56号「財務諸表の監査証明に関する内閣府令等の一部を改正する内

閣府令」（平成18年４月26日）により、改正後の中間連結財務諸表規則を適用している。 

 

（表示方法の変更） 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 前年中間期において、投資活動によるキャッシュフローの「その他投資活動による収入又は支

出（△）」に含めて表示していた「有形・無形固定資産の除却による支出」及び「長期前払費用

の取得による支出」は金額的重要性が増加したことから、当中間期より区分掲記している。な

お、当中間期との比較可能性を保つため前年中間期についても組替えて表示している。 

 前年中間期において、営業活動によるキャッシュフローの「その他営業活動による収入又は支

出（△）」に含めて表示していた「前払年金費用の増加額（△）又は減少額」は、明瞭性を高め

るために当中間期から区分掲記している。なお、当中間期との比較可能性を保つため前年中間期

についても組替えて表示している。 

 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。 

 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 投資効果の発現する期間を見積り、当該期間において均等償却を行っているが、重要性の乏しいも

のは発生年度に全額償却している。なお、在外子会社については所在地国で一般的に認められた会計

処理基準にもとづき処理している。 

 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 
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注 記 事 項 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

 （当中間期） （前  期） （前年中間期）  

１．有形固定資産減価償却累計額 418,782百万円 416,823百万円 407,009百万円 

２．保 証 債 務 1,618百万円 1,681百万円 1,822百万円 

３．期末日満期手形等の会計処理    

 中間期末日満期手形及び確定期日現金決済（手形と同条件で手形期日に現金決済する方式）の

会計処理については、当中間期の末日は金融機関が休日であったが、満期日に決済が行われたも

のとして処理している。当中間期末満期手形等の金額は次のとおりである。 

   受取手形   2,487百万円 

   売掛金     3,211百万円 

   支払手形     735百万円 

   買掛金     3,575百万円 

   未払金       128百万円 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間期 （自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日 

１．発行済株式に関する事項    

株式の種類 前  期  末 増  加 減  少 当 中 間 期 末

普通株式(千株) 382,863 － － 382,863

  

２．自己株式に関する事項    

株式の種類 前  期  末 増  加 減  少 当 中 間 期 末

普通株式(千株) 15,379 50 248 15,181

 （変動事由の概要） 

 増減の内訳は以下の通りである。 

単元未満株式の買取による増加 50千株 

主としてストックオプション行使時の自己株式処分による減少 248千株 

 

３．配当に関する事項      

(1)配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額

(百万円) 

１株あたり 

配当金(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日

定時株主総会 

 

普通株式 

 

3,123 

 

8.50 

 

平成18年３月31日 

 

平成18年６月29日

(2)基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間期末後となるもの 

決 議 株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の総額

(百万円) 

１株あたり 

配当金(円)

基準日 効力発生日 

平成18年11月２日

取締役会 

 

普通株式 

利益 

剰余金 

 

3,125 

 

8.50 

 

平成18年９月30日 

 

平成18年12月７日

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
 （当中間期） （前  期） （前年中間期）

現金及び預金勘定 19,136百万円 18,086百万円 11,522百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △300百万円 －百万円 －百万円 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 
7,996百万円 9,999百万円 －百万円 

現金及び現金同等物 26,832百万円 28,085百万円 11,522百万円 
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事業の種類別セグメント情報

　　(１)当 中 間 期　(平成18年４月１日～平成18年9月30日) (単位：百万円)
消去又は
全社

１．売上高及び営業損益
売 　 上　  高

(1)外部顧客に対する売上高 102,074 53,086 36,102 191,263 ― 191,263

189 455 11,466 12,111 (12,111) ―

計 102,263 53,542 47,568 203,374 (12,111) 191,263

営　業　費　用 84,784 49,509 44,273 178,567 (6,446) 172,120

営　業　利　益 17,479 4,033 3,295 24,807 (5,664) 19,142

２． 資産、減価償却費、
及び資本的支出
資　　　　産 254,269 79,008 69,654 402,932 85,934 488,867

減価償却費 8,360 1,910 1,672 11,943 834 12,778

資本的支出 10,709 2,646 1,389 14,745 1,951 16,696

　　(２)前年中間期　(平成17年４月１日～平成17年9月30日) (単位：百万円)
消去又は
全社

１．売上高及び営業損益
売 　 上　  高

(1)外部顧客に対する売上高 89,965 53,667 35,646 179,279 ― 179,279

367 342 13,698 14,408 (14,408) ―

計 90,332 54,010 49,344 193,687 (14,408) 179,279

営　業　費　用 76,324 49,001 45,785 171,111 (8,932) 162,179

営　業　利　益 14,008 5,008 3,558 22,575 (5,475) 17,100

２．資産、 減価償却費、
及び資本的支出
資　　　　産 226,524 75,124 80,390 382,039 76,630 458,670

減価償却費 7,503 1,772 1,703 10,979 719 11,698

資本的支出 14,485 2,186 2,175 18,847 624 19,471

　　(3)前　　  　期　(平成17年４月１日～平成18年3月31日) (単位：百万円)
消去又は
全社

１．売上高及び営業損益
売 　 上　  高

(1)外部顧客に対する売上高 190,753 109,106 75,213 375,072 ― 375,072

723 684 27,104 28,511 (28,511) ―

計 191,476 109,790 102,317 403,584 (28,511) 375,072

営　業　費　用 159,608 100,339 93,861 353,809 (17,013) 336,795

営　業　利　益 31,868 9,450 8,456 49,775 (11,498) 38,277

２．資産、 減価償却費、 
及び資本的支出
資　　　　産 243,383 80,500 69,570 393,455 87,901 481,357

減価償却費 16,028 3,845 3,719 23,593 1,592 25,185

資本的支出 23,810 4,786 3,282 31,879 1,992 33,871

①　　セ　グ　メ　ン　ト　情　報

連結

連結計
機能材料・
メディカル他

化成品・
樹　脂

繊維

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

機能材料・
メディカル他

計

連結計

繊維
化成品・
樹　脂

機能材料・
メディカル他

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

化成品・
樹　脂

繊維

(注) １．事業区分は売上集計区分によっている。 

 ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間期5,737百万円、前

年中間期5,463百万円、前期11,575百万円であり、その主なものは親会社の基礎研究費、本社管理部門

費である。 

 ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当中間期93,929百万円、前年中間期

84,497百万円、前期94,037百万円であり、その主なものは、親会社の余資運用資金、長期投資資金、

基礎研究・本社管理部門に係わる資産等である。 
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所在地別セグメント情報

　　(１)当 中 間 期　(平成18年４月１日～平成18年9月30日) (単位：百万円)

日本 北米 欧州 アジア 計
消去又は
全社

連結

１．売上高及び営業損益
売 　 上　  高

(1)外部顧客に対する売上高 136,951 15,717 30,346 8,247 191,263 ― 191,263

13,048 1,493 2,513 1,485 18,540 (18,540) ―

計 150,000 17,210 32,860 9,732 209,803 (18,540) 191,263

営　業　費　用 128,518 15,851 30,426 10,065 184,862 (12,741) 172,120

営業利益又は営業損失 21,481 1,358 2,433 △ 332 24,941 (5,798) 19,142

　 ２．　 資　　　　　　産 263,440 47,452 89,367 5,420 405,681 83,185 488,867

　　(２)前年中間期　(平成17年４月１日～平成17年9月30日) (単位：百万円)

日本 北米 欧州 アジア 計
消去又は
全社

連結

１．売上高及び営業損益
売 　 上　  高

(1)外部顧客に対する売上高 130,710 14,046 26,352 8,170 179,279 ― 179,279

14,318 2,017 993 666 17,995 (17,995) ―

計 145,028 16,063 27,345 8,837 197,274 (17,995) 179,279

営　業　費　用 125,735 14,489 26,003 8,764 174,994 (12,814) 162,179

営　業　利　益 19,293 1,573 1,341 72 22,280 (5,180) 17,100

　 ２．　 資　　　　　　産 250,978 39,953 84,500 9,392 384,824 73,845 458,670

　　(3)前　　  　期　(平成17年4月1日～平成18年3月31日) (単位：百万円)

日本 北米 欧州 アジア 計
消去又は
全社

連結

１．売上高及び営業損益
売 　 上　  高

(1)外部顧客に対する売上高 273,757 30,609 53,974 16,731 375,072 ― 375,072

28,769 3,544 3,191 1,935 37,441 (37,441) ―

計 302,526 34,153 57,165 18,667 412,513 (37,441) 375,072

営　業　費　用 258,956 31,167 53,954 18,943 363,021 (26,226) 336,795

営業利益又は営業損失 43,570 2,986 3,211 △ 275 49,491 (11,214) 38,277

　　２．　資　　　　　　産 259,900 44,666 87,940 5,897 398,404 82,952 481,357

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

(注) １．国又は地域は、地理的近接度により北米、欧州、アジアに区分している。 

 ２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりである。 

(1)北  米………アメリカ 

(2)欧  州………ドイツ、ベルギー 

(3)ア ジ ア………香港、シンガポール 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、「事業の種類別

セグメント情報」の「注２.」と同一である。 

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、「事業の種類別セグメント情

報」の「注３．」と同一である。 
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株式会社 ク ラ レ

海外売上高

　　(１)当 中 間 期　(平成18年４月１日～平成18年９月30日) (単位：百万円)

北米 欧州 アジア その他 計

　Ⅰ.　海外売上高 19,071 32,331 32,942 4,300 88,645

　Ⅱ.　連結売上高 ― ― ― ― 191,263

　Ⅲ.　連結売上高に占める

　　　　海外売上高の割合 10.0% 16.9% 17.2% 2.2% 46.3%

　　(２)前年中間期　(平成17年４月１日～平成17年９月30日) (単位：百万円)

北米 欧州 アジア その他 計

　Ⅰ.　海外売上高 16,820 28,780 28,660 3,520 77,781

　Ⅱ.　連結売上高 ― ― ― ― 179,279

　Ⅲ.　連結売上高に占める

　　　　海外売上高の割合 9.4% 16.1% 16.0% 2.0% 43.4%

　　(3)前　　  　期　(平成17年４月１日～平成18年３月31日) (単位：百万円)

北米 欧州 アジア その他 計

　Ⅰ.　海外売上高 35,412 58,925 60,062 8,641 163,042

　Ⅱ.　連結売上高 ― ― ― ― 375,072

　Ⅲ.　連結売上高に占める

　　　　海外売上高の割合 9.5% 15.7% 16.0% 2.3% 43.5%

②　　リ　ー　ス　取　引
　　　EDINETにより開示を行うため記載を省略している。

(注) １．国又は地域は、地理的近接度により北米、欧州、アジア、その他に区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりである。 

(1)北  米………アメリカ、カナダ 

(2)欧  州………ドイツ、イギリス 

(3)ア ジ ア………中国、韓国 

(4)そ の 他………中南米地域、アフリカ地域 

 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
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